
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月12日

【四半期会計期間】 第90期第２四半期（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

【会社名】 株式会社　イチケン

【英訳名】 ICHIKEN Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　長谷川　博之

【本店の所在の場所】 東京都港区芝浦一丁目１番１号

【電話番号】 ０３（５９３１）５６４２

【事務連絡者氏名】 財務経理部長　　渡辺　直之

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝浦一丁目１番１号

【電話番号】 ０３（５９３１）５６４２

【事務連絡者氏名】 財務経理部長　　渡辺　直之

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
 

EDINET提出書類

株式会社イチケン(E00117)

四半期報告書

 1/18



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期
第２四半期
累計期間

第90期
第２四半期
累計期間

第89期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （百万円） 33,532 35,070 67,730

経常利益 （百万円） 766 1,705 2,321

四半期（当期）純利益 （百万円） 562 1,480 1,043

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 4,305 4,321 4,305

発行済株式総数 （千株） 36,062 36,342 36,062

純資産額 （百万円） 8,593 10,330 9,145

総資産額 （百万円） 36,922 35,920 36,179

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 15.64 41.01 29.02

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 15.46 40.70 28.66

１株当たり配当額 （円） － － 7.00

自己資本比率 （％） 23.2 28.7 25.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △477 422 775

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 40 263 △144

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △181 △251 △184

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 6,307 7,806 7,372

 

回次
第89期
第２四半期
会計期間

第90期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 12.89 14.02

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．第89期の１株当たり配当額には、創立85周年記念配当２円を含んでいる。
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２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。また、

主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】
(注)「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるおけるわが国経済は、経済・金融政策による円高是正等を背景として回復の兆

しが見られ、先行きについては個人消費の回復の遅れや海外の景気減速の懸念等は残るものの、景気は緩やかな

回復基調で推移いたしました。

建設業界におきましては、民間設備投資の増加等による受注環境の改善は見られるものの、技能労働者不足や

労務費及び資材価格の高止まりなど、依然として予断を許さない経営環境が続いております。

このような状況のもと、当社は受注拡大のため、コア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事に重点的に

取り組むとともに、住宅や介護施設等の受注活動へも継続的に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期累計期間の業績につきましては、商業施設の完成工事高の増加等により売上高は350億

７千万円（前年同期比 4.6％増）となりました。

損益につきましては、完成工事高の増加や低採算工事の減少による利益率の改善などにより完成工事総利益が増

加したため、営業利益は17億８千６百万円（前年同期比 124.0％増）、経常利益は17億５百万円（前年同期比

122.4％増）となりました。また特別利益に固定資産売却益１億４百万円を計上したことなどにより、四半期純利

益は14億８千万円（前年同期比 163.4％増）となりました。

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（建設事業）

受注高は商業施設の受注が順調に推移したことなどにより、386億１千７百万円（前年同期比 18.9％増）となり

ました。完成工事高は347億３千２百万円（前年同期比 4.8％増）、次期への繰越工事高は455億４千７百万円（前

年同期比 6.5％増）、セグメント利益は24億７百万円（前年同期比 96.8％増）となりました。

（不動産事業）

不動産事業売上高は３億３千７百万円（前年同期比 11.9％減）、セグメント利益は３千６百万円（前年同期比

33.4％減）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ４億３千

３百万円の資金の増加（前年同四半期累計期間は６億１千７百万円の資金の減少）となり、当第２四半期会計期間

末の資金は78億６百万円（前年同四半期会計期間末の資金は63億７百万円）となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、４億２千２百万円の資金の増加（前年同

四半期累計期間は４億７千７百万円の資金の減少）となりました。主な増加要因は税引前四半期純利益18億４百万

円、未収消費税等の減少10億９千９百万円、未成工事支出金の減少10億２千８百万円、主な減少要因は売上債権の

増加18億円、未成工事受入金の減少８億８千１百万円などであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、２億６千３百万円の資金の増加（前年同

四半期累計期間は４千万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は有形固定資産の売却による収入４億４千

万円、主な減少要因は有形固定資産の取得による支出１億６千９百万円などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、２億５千１百万円の資金の減少（前年同

四半期累計期間は１億８千１百万円の資金の減少）となりました。増加要因は短期借入金の純増加額４億９千９百

万円、主な減少要因は長期借入金の返済による支出３億６千４百万円、社債の償還による支出１億３千４百万円、

配当金の支払額２億４千９百万円などであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

研究開発活動は特段行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 111,200,000

計 111,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期

会計期間末現在発行数(株)
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 36,342,000 36,342,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 36,342,000 36,342,000 ― ―

（注） 提出日現在発行数には、平成27年11月１日以降の新株予約権の行使により発行されたものは含まれていない。

（2）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりである。

決議年月日 平成27年６月26日

新株予約権の数（個） 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　　　　 1

新株予約権の行使期間
平成28年６月23日から

平成47年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）

発行価格 　　　　　276

資本組入額　　　　 138

新株予約権の行使の条件

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行

使は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限

り認める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結

する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注） 発行価格は、新株予約権の払込金額275円に行使時の払込金額１円を加算して記載している。なお、新株予約権

の払込金額275円については、被付与者である当社の役員が有する報酬請求権をもって相殺することとしてい

る。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

（4）【ライツプランの内容】

該当事項なし。
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（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日

（注）

280,000 36,342,000 16,026 4,321,672 16,016 206,603

（注） 新株予約権の行使による増加である。

（6）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社マルハン 京都市上京区出町今出川上る青龍町231 11,714 32.23

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 5,544 15.25

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 996 2.74

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG(FE-AC)

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ

銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC４A ２BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２－７－１　　

決済事業部）

858 2.36

全国一栄会持株会
東京都港区芝浦１－１－１

㈱イチケン内
686 1.88

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 592 1.62

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 452 1.24

あいおいニッセイ同和損害保険株式

会社

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

東京都渋谷区恵比寿１－28－１

 

（東京都港区浜松町２－11－３）

330 0.90

水野　憲雄 千葉県千葉市 303 0.83

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１－８－11 288 0.79

計 － 21,763 59.88

（注） 全国一栄会持株会は、当社の取引先企業で構成されている持株会である。
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   105,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,074,000 36,074 －

単元未満株式 普通株式   163,000 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 36,342,000 － －

総株主の議決権 － 36,074 －

（注）１．完全議決権株式（自己株式等）欄は、全て当社保有の自己株式である。

２．完全議決権株式（その他）欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数１個)が含まれてい

る。

３．単元未満株式には、当社保有の自己株式893株が含まれている。

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イチケン
東京都港区芝浦

１－１－１
105,000 － 105,000 0.29

計 ― 105,000 － 105,000 0.29

 

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がないので、四半期連結財務諸表を作成していない。
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１【四半期財務諸表】

（1）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 7,372 7,806

受取手形・完成工事未収入金 18,627 20,432

未成工事支出金 3,393 2,365

その他 2,017 717

貸倒引当金 △15 △13

流動資産合計 31,396 31,308

固定資産   

有形固定資産 2,765 2,545

無形固定資産 38 40

投資その他の資産   

その他 2,172 2,215

貸倒引当金 △193 △189

投資その他の資産合計 1,978 2,025

固定資産合計 4,783 4,611

資産合計 36,179 35,920
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 18,527 18,195

短期借入金 1,085 1,532

1年内償還予定の社債 268 200

未払法人税等 629 424

未成工事受入金 1,855 974

完成工事補償引当金 138 225

工事損失引当金 55 46

賞与引当金 359 404

その他 529 349

流動負債合計 23,448 22,352

固定負債   

社債 132 66

長期借入金 1,938 1,626

退職給付引当金 1,042 1,082

その他 471 461

固定負債合計 3,585 3,236

負債合計 27,034 25,589

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,305 4,321

資本剰余金 190 206

利益剰余金 4,136 5,365

自己株式 △19 △19

株主資本合計 8,613 9,873

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 487 441

評価・換算差額等合計 487 441

新株予約権 43 15

純資産合計 9,145 10,330

負債純資産合計 36,179 35,920
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（2）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 33,532 35,070

売上原価 31,700 32,101

売上総利益 1,832 2,968

販売費及び一般管理費 ※ 1,034 ※ 1,181

営業利益 797 1,786

営業外収益   

受取利息 2 6

受取配当金 8 9

還付消費税等 0 －

貸倒引当金戻入額 34 6

その他 3 11

営業外収益合計 49 33

営業外費用   

支払利息 26 26

支払手数料 31 47

事務所移転費用 － 34

その他 21 7

営業外費用合計 79 114

経常利益 766 1,705

特別利益   

固定資産売却益 37 104

特別利益合計 37 104

特別損失   

固定資産除却損 － 5

特別損失合計 － 5

税引前四半期純利益 804 1,804

法人税、住民税及び事業税 338 392

法人税等調整額 △95 △68

法人税等合計 242 323

四半期純利益 562 1,480
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（3）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 804 1,804

減価償却費 51 51

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14 △6

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 56 87

工事損失引当金の増減額（△は減少） △12 △8

賞与引当金の増減額（△は減少） 50 45

退職給付引当金の増減額（△は減少） 35 39

受取利息及び受取配当金 △10 △15

支払利息 26 26

固定資産売却損益（△は益） △37 △104

売上債権の増減額（△は増加） △3,877 △1,800

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,716 1,028

仕入債務の増減額（△は減少） 5,108 △331

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,321 1,099

未払消費税等の増減額（△は減少） △10 55

未成工事受入金の増減額（△は減少） 479 △881

その他 309 △57

小計 △51 1,030

利息及び配当金の受取額 10 15

利息の支払額 △27 △27

法人税等の支払額 △409 △596

営業活動によるキャッシュ・フロー △477 422

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7 △169

有形固定資産の売却による収入 126 440

無形固定資産の取得による支出 － △4

投資有価証券の取得による支出 △63 －

その他 △14 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー 40 263

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 573 499

社債の償還による支出 △234 △134

長期借入金の返済による支出 △339 △364

配当金の支払額 △178 △249

その他 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △181 △251

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △617 433

現金及び現金同等物の期首残高 6,925 7,372

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,307 ※ 7,806
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

１．偶発債務

分譲マンション手付金の前金保証に対する連帯保証

前事業年度
（平成27年３月31日）

 
 

当第２四半期会計期間
（平成27年９月30日）

㈱プレサンスコーポレーション 404百万円  ㈱モリモト 501百万円

㈱モリモト 341  ㈱エストラスト 73

㈱エストラスト 27  ㈱エフ・ジェー・ネクスト 38

計 773  計 614

 

２．貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を、取引銀行３行と貸出コミットメ

ント契約を締結している。

当第２四半期会計期間末におけるこれらの契約に係る借入未実行残高等は次のとおりである。

なお、貸出コミットメント契約については、以下の財務制限条項が付されている。

①事業年度の末日における貸借対照表の自己資本の合計金額を直前の事業年度の末日における貸借対照表の自

己資本の合計金額の75％以上に維持すること。

②事業年度における損益計算書の経常利益が損失とならないこと。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期会計期間
（平成27年９月30日）

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
7,800百万円 7,800百万円

借入実行残高 352 851

差引額 7,448 6,948

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

従業員給与手当 367百万円 392百万円

賞与引当金繰入額 68 82

退職給付費用 21 21
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金預金勘定 6,307百万円 7,806百万円

現金及び現金同等物 6,307 7,806

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 179 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 251 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額の内訳　普通配当5.00円　記念配当2.00円

（持分法損益等）

該当事項なし。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期損益
計算書計上額
（注）2 建設事業 不動産事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 33,149 383 33,532 － 33,532

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 33,149 383 33,532 － 33,532

セグメント利益 1,223 54 1,277 △480 797

（注）１．セグメント利益の調整額△480百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれてい

る。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

２．セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期損益
計算書計上額
（注）2 建設事業 不動産事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 34,732 337 35,070 － 35,070

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 34,732 337 35,070 － 35,070

セグメント利益 2,407 36 2,443 △657 1,786

（注）１．セグメント利益の調整額△657百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれてい

る。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

２．セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益と調整を行っている。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりである。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益（円） 15.64 41.01

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円） 562 1,480

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 562 1,480

普通株式の期中平均株式数（千株） 35,936 36,096

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益（円） 15.46 40.70

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 423 276

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

事業年度末から重要な変動があったものの概要

─────── ───────

 

（重要な後発事象）

該当事項なし。

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成２７年１１月１０日

株式会社イチケン   

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山 口 弘 志 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井 上 嘉 之 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イチ

ケンの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第９０期事業年度の第２四半期会計期間（平成２７年７月１

日から平成２７年９月３０日まで）及び第２四半期累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イチケンの平成２７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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